
４）事業運営業務

区 分 金額（円） 内 訳

運営費交付
金収益

887¶940¶978 {運営費交付金収益化額
（リース資産 8¶599¶080円 人件費 471¶198¶483円
一般管理費 408¶143¶415円）

|資産見返運営費交付金額
（建物 1¶926¶750円 工具器具備品 4¶693¶500円）

費用進行基
準による振
替額

資産見返運
営費交付金

6¶620¶250

資本剰余金 0

計 894¶561¶228

５）合計

区 分 金額（円） 内 訳

運営費交付
金収益

3¶718¶370¶133 {運営費交付金収益化額
（リース資産 8¶599¶080円 人件費 2¶037¶651¶080円
業務費 1¶263¶976¶558円 一般管理費 408¶143¶415

円）
|資産見返運営費交付金額
（建物 1¶926¶750円 工具器具備品 19¶288¶500円）

費用進行基
準による振
替額

資産見返運
営費交付金

21¶215¶250

資本剰余金 0

計 3¶739¶585¶383

^ 運営費交付金債務残高の明細
・成果進行基準及び期間進行基準は採用しておりません。

交付年度
運営費交付金債務残高

残高の発生理由及び収益化等の計画
業務等区分 金額（円）

平成21年度

プログラム
開発普及業
務

659¶049¶117 〇左のうち40•8％は、本事業年度下期に入札等・採択を
行い、完成が翌事業年度になる開発費及び調査費等を
繰越したものであり、平成22事業年度において収益化
するものです。

〇繰越分を除く59•2％も、執行計画が策定されており、
平成22事業年度中にすべて執行いたします。

情報技術セ
キュリティ
評価・認証
業務

72¶424¶000 〇左のうち44•8％は、本事業年度下期に入札等・採択を
行い、完成が翌事業年度になる調査費等を繰越したも
のであり、平成22事業年度において収益化するもので
す。

〇繰越分を除く55•2％も、執行計画が策定されており、
平成22事業年度中にすべて執行いたします。

９．役員及び職員の給与の明細
（単位：千円、人）

区 分
報 酬 又 は 給 与 退 職 手 当

支 給 額 支 給 人 員 支 給 額 支 給 人 員

役 員 (1¶110)
63¶565

(1)
4

(`)
2¶098

(0)
2

職 員 (460¶455)
1¶489¶412

(103)
181

(`)
19¶782

(0)
6

合 計 (461¶565)
1¶552¶978

(104)
185

(`)
21¶881

(0)
8

10．開示すべきセグメント情報
（単位：円）

科 目 プログラム開発
普及業務

情報技術セキュ
リティ評価・認
証業務

信用保証業務 事業運営業務 情報処理技術者
試験業務

戦略的ソフト
ウェア開発業務

地域事業出資業
務 相殺及び調整 合 計

事業費用 3¶488¶456¶505 166¶949¶521 145¶344¶953 1¶129¶157¶487 3¶114¶721¶679 0 114¶160¶509 � 14¶973¶553 8¶143¶817¶101

信用保証業
務

0

事業運営業
務

371¶164¶500 〇執行計画が策定されており、平成22事業年度中にすべ
て執行いたします。

合 計 1¶102¶637¶617
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号
)

官
報

~１．役員に対する報酬等の支給の基準の概要
\ 役員の報酬について
独立行政法人情報処理推進機構役員報酬規程に基づき支給しております。

] 役員の退職手当について
独立行政法人情報処理推進機構役員退職手当規程に基づき支給しております。

２．職員に対する給与等の支給の基準の概要
\ 職員の給与について
独立行政法人情報処理推進機構職員給与規程に基づき支給しております。

] 職員の退職手当について
独立行政法人情報処理推進機構職員退職手当規程に基づき支給しております。

３．支給人員数は、年間平均支給人員となっております。
上記支給金額には、共通経費を按分した金額を含めておりますので当該金額に相当する支給
人員は記載しておりません。
４．非常勤役員及び職員に対する給与の支給については、表中括弧内に外数として記載しており
ます。
５．損益計算書上の「人件費」は、賞与引当金繰入額、退職給付費用、法定福利費、福利厚生費、
退職金、派遣職員手当等733¶903千円を含んでいるため、本表の支給額合計と「人件費」は一
致しておりません。
なお、支給額には、前年度賞与引当金18¶822千円が含まれております。

６．受託業務費に、職員給与、研究員手当、非常勤研究員手当で35¶127千円及び派遣職員手当で
18¶211千円が含まれております。
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